
第１ 普通会計決算の概要

１ 決算規模

歳入 11,784億7,800万円（前年度 10,956億1,400万円）
歳出 10,986億3,100万円（前年度 10,454億8,200万円）

第１表 決算額の対前年度比較 (単位：百万円，％)
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決算規模の推移を見ると，近年は国の経済対策
による各種臨時交付金を活用した公共事業の増加
や子ども手当の交付，生活保護費等の扶助費の増
加などにより拡大している。２３年度について
は，東日本大震災に係る災害復旧事業費や災害復
旧事業に係る繰出金等の増により規模が拡大し，
過去最大となっている。

なお，復旧・復興事業を除いた歳出額は10,225
億円（前年度比229億円，2.2%減）となっている。

平成23年度市町村普通会計決算は，第1表のとおり
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平成23年度市町村決算の概要
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対前年度
増加額増加率増加額

地方財政計画上の増加率(歳入・歳出とも0.5%)と比較すると，歳入は7.1ﾎﾟｲﾝﾄ，歳出は4.6ﾎﾟｲﾝ
ﾄ上回り，平成22年度決算における対前年度増加率(歳入2.4%，歳出1.8%)と比較すると，歳入は
5.2ﾎﾟｲﾝﾄ，歳出は3.3ﾎﾟｲﾝﾄ上回っている。

であり，平成22年度に比べ，歳入は828億6,400万円（7.6%）の増，歳出は531億4,900万円（5.1%)
の増となり，歳入・歳出ともに過去最大となった。
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２ 決算収支
(1) 形式収支(歳入歳出差引)

(2) 実質収支

第2表 実質収支の推移 (単位：百万円，％)
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第3表 単年度収支の状況 (単位：百万円)
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形式収支798億4,700万円から翌年度へ繰り越すべき財源265億4,700万円を控除した実質収支
は，第2表のとおり533億円の黒字となり，前年度(349億9,800万円)に比べ183億200万円
（52.3％）の増となっている。実質収支については，昭和50年度より37年連続で全団体とも黒字
となっている。

また，歳入総額に対する実質収支の割合は4.5％であり，前年度(3.2%)を1.3ﾎﾟｲﾝﾄ上回ってい
る。次に，実質収支比率（標準財政規模に対する実質収支の割合）は，県平均で8.2％(市8.4%，
町村7.8%)である。
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平成23年度決算における形式収支は，798億4,700万円の黒字となり，前年度（501億3,200万
円）に比べ297億1,500万円の増となっている。
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(3) 実質単年度収支

第4表 実質単年度収支の状況 (単位：百万円)

３ 歳入の状況

次に，平成18年度以降における歳入決算額の推移をみると，第7表のとおり地方税，地方譲与税，
地方特例交付金等及び地方交付税を合算した一般財源が歳入総額に占める割合は，6割程度で推移
していたが，平成21年度に55.6％まで低下したが，平成23年度は震災復興特別交付税の創設によ
り前年度比1.9ポイント増の57.9%となっている。一方，国庫支出金，県支出金及び地方債を合算
した割合は前年度比1.2ポイント減の27.9％となっている。
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積立金
積立額
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平成23年度の歳入決算額は，第5表のとおり1兆1,784億7,800万円となり，前年度(1兆956億

1,400万円)に比べ828億6,400万円（7.6%）増加している。

歳入区分別に見ると，第3図のとおり地方税4,294億3,200万円(構成比36.4%)，地方交付税2,340

億3,600万円(同19.9%)，国庫支出金1,544億5,500万円(同13.1%)，地方債1,019億4,700万円(同

8.7%)などとなっている。

対前年度の増減率をみると，地方税(1.0%)，地方譲与税(△3.0%)，地方交付税(39.0%)，国庫支

出金(4.2%)，県支出金(24.7%)，地方債(△10.1%)などとなっている。

また,対前年度増加率の推移をみると，第6表のとおり震災復興特別交付税の創設等により地方

交付税が前年度（15.5％）を23.5ポイント上回り，復旧・復興事業等への補助金が増加したため

国庫支出金が前年度（△3.2％)を7.4ポイン上回っている。一方，算定方式の変更に伴う臨時財政

対策債の減等により，地方債は前年度(6.5％)を16.6ポイント下回っている。

これらを地方財政計画上の増減率と比べてみると，歳入合計(地財計画0.5%)が7.1ポイント上回

り，地方税(同2.8%)が1.8ポイント下回り，地方交付税(同2.8%)が36.2ポイント上回り，地方債

(同△14.9%)が4.8ポイント上回っている。
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実質単年度収支が赤字の団体は，市３団体，町村２団体，計５団体となり，赤字合計額は前年
度(43億9,900万円)から27億600万円減少し，16億9,300万円となっている。

単年度収支179億4,800万円に対して，財政調整基金への積立額212億7,900万円(前年度191億
5,500万円)及び地方債の繰上償還額5億3,200万円(同28億7,100万円)を黒字要素とみなし，積立金
取崩額59億4,300万円(同71億6,400万円)を赤字要素とみなして調整した実質単年度収支は，第４
表のとおり338億1,600万円となり，前年度（同159億9,000万円）に比べ178億2,600万円の増と
なっている。
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第5表 歳入決算額の状況 (単位：百万円，％)

（参考）

(注)国庫支出金には，交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

第6表 歳入主要科目別対前年度増加率の推移 (単位：％)
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第7表 歳入決算額の構成比の推移 (単位：百万円，％)

(1) 一般財源

第8表 一般財源の状況 (単位：百万円，％)
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(2) 地方税

(注) 本表の一般財源とは，決算統計上用いられる｢一般財源等｣と同じであり，通常の一般財源である市町村税等(地方税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株
式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交付金，自動車取得税交付金，地方交付税，地方特例交付金等)のほか一般財源と同様に使用される場合の国庫
支出金や使用料，手数料等を含むものである。

平成23年度の市町村税の決算額は，第9表のとおり4,294億3,200万円で，前年度(4,253億4,400
万円)に比べ40億8,800万円（1.0%）の増となっている。主な税目の増加率としては，市町村民税
は△0.2％と，前年度(△3.0%)を2.8ポイント上回り，固定資産税は0.5％と，前年度(0.6%)とほぼ
同じ水準となっている。
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万円で，前年度(7,852億4,800万円)に比べ509億8,800万円の増となっている。一方，歳入総額に
占める一般財源の割合は71.0％で，前年度(71.7%)に比べ0.7ポイントの減となっている。
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第9表 市町村民税の徴収実績 (単位：百万円，％)

※表中の徴収率は加重平均である。

第10表 主要税目別対前年度増減率の推移 (単位：％)

(3) 地方交付税

第11表 地方交付税の状況 (単位：百万円，％)

(4) 国庫支出金

第12表 国庫支出金の状況 (単位：百万円，％)

※表中の「障害者自立支援給付費等負担金」「児童手当交付金」については，平成19年度決算まで「その他」に計上。

生活保護費負担金

平成23年度の国庫支出金の決算額は，第12表のとおり1,535億6,600万円で，前年度(1,473億
5,400万円)に比べ62億1,200万円（4.2％）の増となっている。これは，災害復旧事業費支出金
（96億5,500万円）等によるものである。
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平成23年度の地方交付税の決算額は，第11表のとおり2,340億3,600万円で，前年度(1,684億
1,700万円)に比べ656億1,900万円(増減率39.0%)の増となっている。なお，臨時財政対策債を含め
た場合には，2,833億600万円で前年度に比べ568億9,300万円(同25.1%)の増となる。

地方交付税の内訳をみると，普通交付税は1,555億5,900万円で，前年度(1,502億1,400万円)に
比べ53億4,500万円（同3.6%）の増となり，特別交付税は265億5,800万円で，前年度(182億300万
円)に比べ83億5,500万円（同45.9%）の増となっている。
また，平成23年度に創設された震災復興特別交付税は519億1,900万円（皆増）となっている。
なお，平成23年度における不交付団体※は，前年度同様，1団体(東海村)であった。
（※合併算定替えにより交付団体となった団体は除く。）
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(5) 地方債

第13表 事業債別の発行状況 (単位：百万円，％)

４ 歳出の状況

(1) 目的別歳出の状況
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歳出の分類には種々の方法があるが，通常は，行政目的による｢目的別分類｣と経費の性質によ

る｢性質別分類｣が用いられる。

（24.4）（24,878）

地方公共団体の経費は，その行政目的によって，総務費，民生費，衛生費，農林水産業費，商
工費，土木費，消防費，教育費，公債費等に大別することができる。

平成23年度歳出決算額の主な目的別内訳をみると，第14表のとおり民生費3,349億2,600万円(構
成比30.5%)，総務費1,570億600万円(同14.3%)，教育費1,324億1,300万円(同12.1%)，土木費1,321
億4,900万円(同12.0%)，公債費1,081億400万円(同9.8%)，衛生費895億2,300万円(同8.2%)，消防
費465億9,500万円(同4.2%),災害復旧費378億7,600万円(同3.4%)，農林水産業費293億8,800万円
(同2.7%)等の順となっている。

このうち，前年度より増加しているのは，災害復旧費364億4,400万円増(増減率2,545%)，議会
費24億6,500万円増(同29.1%)，民生費252億600万円増(同8.1%)，労働費2億7,400万円増(同
5.7%)，衛生費23億9,200万円増(同2.7%),総務費37億5,600万円増(同2.5%)等である。

一方，前年度より減少しているのは，土木費71億6,900万円減(同△5.1%)，教育費69億8,500万
円減(同△5.0%)，商工費5億1,500万円減(同△3.4%),公債費36億3,100万円減(同△3.2%)等であ
る。

平成18年度以降における目的別歳出決算額構成比の推移は，第15表のとおりであり，平成23年
度については，東日本大震災に係る災害復旧事業により災害復旧事業費の比率が大幅に増加して
おり，議会費についても，議員年金制度廃止に伴う一時金分等の共済会負担金の増により増加し
ている。一方で，H22年度の住宅公社の清算に係る支出の減により，土木費は減少し，また，教育
費も繰越等による小中学校校舎耐震補強事業の減等により，減少した。
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平成23年度の地方債の決算額は，第13表のとおり1,019億4,700万円で，前年度(1,134億6,300万

円)に比べ115億1,600万円増（増減率10.1%）となっている。なお，臨時財政対策債を除いた場合

には526億7,700万円で，前年度（同554億6,700万円）に比べ27億9,000万円減（同△5.0%）となっ

ている。

事業債別の発行状況をみると，臨時財政対策債492億7,000万円（構成比48.3%)，合併特例事業

債248億7,800万円(同24.4%)，教育・福祉施設等整備事業債121億2,000万円(同11.9%)，公共事業

等債30億2,600万円(同3.0%)等となっている。

- 534緊急防災・減災事業債

※公共事業等債の22年度は「一般公共事業債」を計上
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第14表 目的別歳出決算額の状況 (単位：百万円，％)

第15表 目的別歳出決算額の構成比の推移 (単位：百万円，％)
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(2) 性質別歳出の状況

第16表 性質別歳出の状況 (単位：百万円，％)
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次に，平成18年度以降における性質別歳出の構成比の推移は第17表のとおりである。義務的経
費の構成比は，人件費及び公債費が減少する一方，子ども手当，生活保護費等の増により扶助費
が増加し，概ね５割弱の水準となっている。投資的経費の構成比は，災害復旧事業費を優先させ
たことや事業の繰越等により普通建設事業費が減少したものの，東日本大震災に係る災害復旧事
業費が増加し，過去５年で最も高い割合となっている。その他の経費は，補助費である定額給付
金の影響等により平成21年度に一時的に増加したものの，平成22年度以降は以前の水準に戻って
いる。
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地方公共団体の経費を性質別に分類すると，義務的経費，投資的経費及びその他の経費に大別

することができる。義務的経費は，職員給与等の人件費のほか，生活保護費等の扶助費及び地方

債の元利償還等のための公債費からなっている。また，投資的経費は道路，橋梁，小・中学校，

公営住宅等社会資本を整備し，行政水準の向上に直接寄与する経費であり，普通建設事業費，災

害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

平成23年度の歳出決算額の性質別経費の内訳をみると，第16表のとおり，義務的経費は4,982億

600万円(構成比45.3%)，投資的経費1,637億3,500万円(同14.9%)，その他の経費4,366億9,000万円

(同39.8%)となっている。

義務的経費の内訳は，人件費1,988億2,000万円(構成比18.1%)，扶助費1,912億9,000万円(同

17.4%)，公債費1,080億9,600万円(同9.8%)となっている。また，投資的経費の内訳は，普通建設

事業費1,258億5,900万円(構成比11.5%)，災害復旧事業費378億7,600万円(同3.4%)となっており，

投資的経費は普通建設事業費が大部分を占めているが，東日本大震災に係る災害復旧事業によ

り，災害復旧事業費の割合が増加している。
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第17表 性質別歳出割合の推移 (単位：百万円，％)

(3) 一般財源の充当状況
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22.8

12.3

20年度

47.2

21.7

18年度 22年度

47.4

13.4

47.0

平成23年度の決算における一般財源の各経費に対する充当状況は第18表のとおりであり，総額

8,362億3,600万円の41.5％にあたる3,469億9,500万円が義務的経費に充当され，普通建設事業費

には4.3％にあたる355億5,500万円が充当されている。

第8図 性質別経費の推移

47.4 47.9 47.2

43.9
47.0

45.3

12.8 11.8 12.4 13.6 13.3
14.9

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

％
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第７図 性質別歳出の状況
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39.7%

23年度

1,098,631百万
円
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19.1%

扶 助 費
17.2%

公 債 費
10.7%

その他の経費
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22年度

1,045,482百万
円



第18表 一般財源の充当状況 (単位：百万円，％)

(4) 普通建設事業費の状況

第19表 普通建設事業費の目的別歳出 (単位：百万円，％)

△ 6.812.5

41.5

△ 3,47013.8

△ 1.4

扶 助 費

公 債 費

小計(義務的経費)

人 件 費

そ の 他

歳 出 合 計

歳計剰余金

区 分

100.0

41.4

785,248

12.4

合計(一般財源)

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

普通建設事業費 6.3

97,321

49,178

86,158

52,924

108,256

347,684

増減額

1.1

12.2

0.9 8,962

44.3

6.7

23 年 度

一般財源充当額

23.8186,504

22 年 度

93.7

△ 1,535

18.7

11.0

21,133

△ 17.4

△ 1.8

△ 13,623

3.71,943

△ 1,561

△ 3.2

△ 0.2

9.1

△ 689

4,619 4.7

対前年度比較

△ 3.1

△ 3.0

△ 26.7

増減額構成比

1.6

3.8

増減率

0.4838

735,817

49,431

146,514

100.0

66.5

50,988

58.66.3 29,855

33,922

6.5

△ 27.7

23.2

60.4

2.9

79,286

180,436

756,950

10.1

21.6

90.5

9.5

100.0

187,342

54,867

22.4

6.6

充当率一般財源充当額

100.0

18,712

125,859

15,916

4,308

48,50934.7

14.4

1,751

23,457

3.4

25,242

43,684

42.4

20.1

1,389

14.9

1.1

20.025,136

うち農地費

101,940

7,401

84,623

35,555

民 生 費

総 務 費

うち住宅費

教 育 費

うち小学校費

うち中学校費

そ の 他

合 計

うち農業費

農林水産業費

17.0

1.2

2.7

0.1

35.2

0.8

1.3

うち水産業費

23,768

土 木 費

68 165

54,431

うち道路橋りょう費

うち都市計画費

53,377

2,796

△ 362

△ 4,825

3.0

0.1

△ 1,054

△ 760

△ 97

19.8

17.2

△ 5,377

0.8

5.3

42.7

△ 23.2

△ 0.9

△ 1.6

△ 3.9

6.3

0.8

3.0

△ 10.0

5.8

△ 20.7

17.6

△ 2,043

1,368

8.7

16.9

△ 1.9

△ 7.5

△ 11.3

40.0

44.6

増減率
区 分

△ 18.3

対 前 年 度 比 較

4.6

7.4

3.4

△ 58.8

△ 5,225

△ 415

△ 97

△ 636

△ 60.6

△ 7.4

467

43.3

23 年 度 22 年 度

構成比

4.7

△ 8.7

1933.0

5,602 4.1

充当率

346,995

衛 生 費 10,150

3,403

5,187

増減額構成比

6.3

決算額決算額

8,628

836,236

4.3

次に構成比でみると，土木費42.4％，教育費34.7％，衛生費8.1％，農林水産業費4.6％，民生
費4.1％,総務費2.7％の順となっており，土木費と教育費で全体の77.1％(前年度74.7%)を占めて
いる。

平成23年度の普通建設事業費の決算は，第19表のとおり1,258億5,900万円で，前年度(1,379億
1,800万円)に比べ120億5,900万円（△8.7%）の減となっており，対前年度増減率では，前年度(△
1.2%)を7.5ポイント下回っている。普通建設事業費の目的別歳出では，ほぼ全ての費目で減少し
ている。これは東日本大震災に係る災害復旧事業が優先されたこと等によるものである。

104,786

2.7

5,750

4.1

構成比

8.1

1,0931,560

3,399

4.6

10,247

4,159

6,386

100.0

11.5

27,285

39.5

4,115

18,080

△ 12,059137,918

△ 9.9

△ 22.9

100.0



(5) 経常収支比率

第20表 性質別経費充当一般財源及び経常収支比率 (単位：百万円，％)

第21表 経常収支比率団体数の推移

(注）網掛けは，各年度の最多エリアを示す。
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投資･出資金･貸付金

60%以上 65%以上60%未満

18

6,961

53,833

増加額

449

23年度 22年度

52,553

23年度

88,347

区 分

財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして，一般的に経常収支比率が用いられる。これ

は，歳出総額を経常的経費と臨時的経費とに区分し，この経常的経費に充当された一般財源が経

常一般財源に占める割合である。つまり，地方税，地方交付税，地方譲与税を中心とする経常一

般財源収入額が，人件費，扶助費，公債費のように容易に縮減することが困難な経費にどの程度

消費されているのか，その割合の大きさによって財政構造の弾力性を判断しようとするものであ

る。

なお，経常収支比率の算出に際し，平成18年度までは，分母である歳入経常一般財源等に臨時

財政対策債のほか，減税補てん債を加えることとしていたが，平成19年度からは減税補てん債に

替えて減収補てん債特例分を加えることとなった。

平成23年度の性質別経費充当一般財源及び経常収支比率は第20表のとおりである。経常一般財

源歳入額は6,232億5,600万円となり，前年度(6,164億2,100万円)に比べ68億3,500万円（1.1％）

の増となっている。また，経常一般財源残余(経常余剰財源)は50億9,800万円増加し，対前年度比

で16.5％増の360億3,100万円となっている。

経常的経費充当一般財源の構成比内訳では，人件費が31.2％を占め最も高く，次いで公債費

17.8％，物件費15.0％，繰出金14.6％，補助費等11.0％，扶助費9.2％，維持補修費1.2％の順と

なっており，前年度と比較すると補助費等0.7ポイント，公債費-0.2，維持補修費が0.2ポイント

減少する一方，扶助費が2.0ポイント，繰出金0.7ポイントが増加するなどしている。

第20表のとおり，経常収支比率(単純平均)は全体で88.0％となり，前年度(87.0%)と比較して

1.0ポイント増となっている。

なお，市の経常収支比率(単純平均)の平均値は87.7％（前年度87.1%），町村の平均値は88.6％
(前年度86.5%)であり，県内市町村における財政構造は，引き続き厳しい状況が続いている。

80%以上

11

平均経常
収支比率

100%以上

90.6

1

87.01

6

90.96

90.0

95%以上

27

8

75%以上 85%以上 90%以上

22

24

1

9

10

1

公 債 費

合 計

区分

（注）経常収支比率は，各市町村ごとに小数点第１位まで算出(小数点第２位を四捨五入)し，合計した数値を市町村数で除した
ものである。（単純平均）
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５ 将来にわたる財政負担
(1) 地方債現在高

第22表 地方債現在高の状況

（注）地方債現在高には，特定資金公共投資事業債は含めない。

地方債現在高比率は，加重平均である。

区分
年度 増加率

1.9

23 990,626 150.41.0

地方債現在高

1.4

14.6

(単位：百万円，％)

△ 1.820

22 981,083

949,977

963,24521

19

12.2

14.0

148.2 13.3

146.4 14.9

164.0

公債費負担
比率

平成23年度末における地方債現在高は第22表のとおり，9,906億2,600万円で前年度末(9,810億
8,300万円)に比べ95億4,300万円（1.0%）の増となっている。標準財政規模に対する地方債現在高
の比率をみると150.4％と，前年度(148.2%)を2.2ポイント上回っている。

18

平成6年度の地方債現在高(7,032億7,000万円)を100とした場合，平成23年度は140.9に達してお
り,地方債への依存傾向が窺える。また，平成16年度に１兆円を超えたのをピークに一旦は減少し
たものの，再度増加傾向にある。
次に，公債費負担比率を見ると，平成23年度は12.2％となり，前年度(13.3%)を1.1ポイント下

回っており，団体別では，15％以上は7団体，10％以上15％未満は28団体，10％未満は9団体と
なっている。

△ 1.2

967,267

地方債現在高

△ 2.5

991,837

157.0

地方債現在
高比率

14.8

148.1

第10図 地方債現在高の推移
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第9図 経常収支比率の推移
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(2) 債務負担行為

第23表 債務負担行為(翌年度以降支出予定額)の状況 (単位：百万円，％)

(3) 積立金

第24表 積立金現在高の状況 (単位：百万円)

構成比

30.1

債務保証又は損失補償にかかるもの

88,710そ の 他

物件の購入にかかるもの

支出予定額

46,984

100.0127,001

70.0

69.9

124,869

38,286

5

合 計 2,132

△ 18.5

△ 28.6

100.0

13.9

△ 8,698

△ 2

10,83277,878

増減率増減額

区分 18年度

60,527

87,127

181,197

33,543

186,287

減 債 基 金

90,556

地方公共団体の歳入は，経済の変動その他の条件により年度間の不均衡が生じやすい。一方歳

出は，住民に対する各種行政サービスの提供や生活関連社会資本の整備等のために必要とする経

費であり，ある程度計画的，恒常的に必要となるものである。したがって，例えば一般財源の対

前年度増加額が,新たに増加した義務的経費に係る一般財源の額を超えることとなる場合，あるい

は剰余金を生じた場合には，その一部を留保し，後年度の財源不足等に備える必要がある。

この財源留保による年度間の財政調整の機能の役割を果たすものが財政調整基金である。この

ほか，積立金には，地方債の償還に備えるための減債基金，庁舎建設等特定の目的のために設け

られる特定目的基金がある。

平成23年度末における積立金現在高をみると，第24表のとおり財政調整基金は1,021億5,500万

円(構成比39.2%)，減債基金461億600万円(同17.7%)，庁舎建設，公共施設整備等の特定目的基金

1,122億7,900万円(同43.1%)となっている。

対前年度増減率をみると，財政調整基金169億1,100万円(19.8%)の増，減債基金38億円(9.0%)の

増，特定目的基金132億900万円(13.3%)の増となっており，平成18年度から6年連続で増加してい

る。

財政調整基金

特定目的基金

34,158

22年度

85,244

42,306

226,620

88,531

200,489194,710

92,261 99,070

64,309

33,447

20年度

71,678

36,550

69,996

また，平成23年度における債務負担行為の支出予定額に，同年度末の地方債現在高を合計する

と1兆1,176億2,700万円で15年続けて1兆円を上回っている。前年度末(1兆1,059億5,100万円)に比

べ116億7,400万円（1.1%）の増となっており，依然として後年度の財政運営を制約する大きな要

因となっている。

構成比

260,540

102,155

23年度

46,106

112,279

合 計

21年度19年度

37.6

0.0

62.4

1.7

22年度

債務負担行為は，当該年度に支出を伴わないが将来にわたり債務を負担するもので地方債と同

様，将来の財政運営に影響を及ぼすものである。この債務負担行為は，建設工事及び土地の購入

等に係るもののように翌年度以降において支出が確実に行われるものと，融資の返済が滞り金融

機関が資金回収不能となった場合，地方公共団体が損失を補償する旨の契約のように翌年度以降

において必ずしも支出が行われないものとに分けられる。

平成23年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は，第23表のとおり1,270

億100万円で前年度末(1,248億6,900万円)に比べ21億3,200万円（1.7％）の増となっている。

比 較
区 分

23年度

支出予定額



(4) 地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担

第２ 健全化判断比率等の概要

１ 健全化判断比率
(1) 実質赤字比率

(2) 連結実質赤字比率

平成23年度の地方債現在高に債務負担行為における翌年度以降支出予定額を加え，積立金現在
高を差し引いた市町村の将来にわたる財政負担の状況は，8,570億8,700万円で前年度末(8,793億
3,100万円)に比べ，222億4,400万円（2.5%）減少したものの，平成23年度歳入総額(1兆1,784億円
7,800万円)の72.7％に達しており，依然として厳しい財政状況を示している。

連結実質赤字比率は，すべての会計の赤字額と黒字額を合算して，当該団体一法人としての歳
出に対する歳入の資金不足額を，標準財政規模の額で除したものである。

これは，一般会計等の会計のほか，公営企業会計など，料金収入等を主な財源として事業を実
施する公営事業会計等の経営状況が，一般会計等に与える影響を捉える必要があるため，すべて
の会計の赤字・黒字の要素を合算し，地方公共団体全体として見た収支における資金の不足の深
刻度を把握するものである。

平成23年度決算に基づく連結実質赤字比率については，前年度と同様，一部の公営事業会計で
赤字が発生しているものの，他会計との合算では，全市町村とも連結実質赤字額は生じていな
い。

実質赤字比率は，一般会計や一部の特別会計について，歳出に対する歳入の不足額（いわゆる

赤字額）を，地方公共団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものであ

る。

地方公共団体の会計は，単年度において収支が均衡することが大原則であるが，赤字がやむを

得ず発生した場合には，繰上充用を行うことで，実質上，翌年度に繰り越され，翌年度に解消で

きない場合は，さらに累積していくこととなる。仮に，その年度に歳入の不足により支払うべき

債務を繰り延べたり，執行すべき事業を繰り越したものがあれば，これらを含めた赤字額（実質

赤字額）を標準財政規模と比較して示すことにより，その赤字の深刻度を把握するものである。

平成23年度決算に基づく実質赤字比率については，前年度と同様，全市町村とも実質赤字額を

生じていない。

第11図 積立金現在高の推移
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(3) 実質公債費比率

(4) 将来負担比率

第25表 健全化判断比率の推移 (単位：％)

（注）実質公債費比率及び将来負担比率は，加重平均である。

63.6

県平均 対前年度増減 県平均 対前年度増減

11.1 △ 0.9

△ 10.1

平成22年度

平成23年度 10.4 △ 0.7

(※) 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（公債費及び公債費に準じた経費のうち，地方交

付税の基準財政需要額に算入されるものがあるため，その分を分子，分母双方から差し引き，その団体の実質的な公債費の負担を

算出するよう調整している。）

年度

実質公債費比率は，一般会計等の支出のうち，義務的に支出しなければならない経費である公
債費や公債費に準じた経費を，標準財政規模を基本とした額(※)で除したものの３ヶ年の平均値で
ある。
公債費や公債費に準じた経費は，削減したり，先送りしたりすることのできないものであり，

一度こうした経費が増大すると短期間で削減することは困難であることから，一定額以上になら
ないようにすることが重要である。また，この比率が高まると財政の弾力性が低下するため，他
の経費を節減しなければ収支が悪化し，赤字団体になる可能性が高まるものである。
平成23年度決算に基づく実質公債費比率(県平均)は10.4％で，前年度(11.1％)に比べ，0.7ポイ

ント減少している。
また，地方債許可団体となる18％以上及び早期健全化基準25％以上となった市町村はない。

将来負担比率は，一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債に当たる額
（将来負担額）を把握し，この将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の
うえ，標準財政規模を基本とした額(※)で除したものである。

地方公共団体が発行した地方債残高のうち一般会計等が負担することになるもののみならず，
例えば，地方公社や損失補償を付した第三セクターの負債も含め，決算年度末時点での地方公共
団体にとっての将来負担の程度を把握するものである。

この比率が高い場合は，当該団体の一般財源規模に比べ，将来負担額が大きいということであ
り，今後，実質公債費比率が増大すること等により，財政運営上の問題を生じる可能性が高くな
る。

平成23年度決算に基づく将来負担比率(県平均)は63.6％で，前年度(73.7％)に比べ，10.1ポイ
ント減少している。

また，比率が最も高いのは境町の187.6％であるが，前年度と同様，早期健全化基準350％以上
となった市町村はない。

(※) 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（公債費及び公債費に準じた経費のうち，地方交

付税の基準財政需要額に算入されるものがあるため，その分を分子，分母双方から差し引き，その団体の実質的な公債費の負担を

算出するよう調整している。）

△ 12.973.7

将来負担比率実質公債費比率



２ 資金不足比率

第３ むすび
1 決算規模

２ 財政構造は硬直状態

３ 東日本大震災の影響
平成２３年度においては，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の復旧・復興事業が

本格化し，災害復旧事業費が大幅に増加した。また，復旧・復興事業への補助金の大幅増，震災
復興特別交付税の創設，東日本大震災に関連した特別交付税の増などの影響で，歳入・歳出とも
前年度決算額を上回り過去最大となった。なお，東日本大震災からの復旧・復興事業の歳出額は
761億円で歳出総額の6.9%を占めている。復旧・復興事業を除いた歳出額は10,225億円で，前年度
比229億円の減（2.2%減)となっている。

今後も，東日本大震災からの復興事業や防災・減災事業が実施され，平成２４度決算以降にも
影響を与えるものと考えられる。

地方債現在高が増加したものの，基金残高も増加したことなどにより，実質的な将来の財政負
担は8,570億円（前年度8,793億円）と前年度より減少している。

また，財政構造の弾力性を示す経常収支比率は，前年度から1.0ポイント増の88.0％となり，地
方税等の経常一般財源の減少や，扶助費等の増加などの影響もあり，依然として高い水準にとど
まっており，硬直的な財政構造が続いている。

歳入1兆1,785億円・歳出1兆986億円と，ともに前年度決算額を上回り，過去最大の規模となっ
ている。

歳入は，東日本大震災からの復旧・復興事業への財源である震災復興特別交付税の創設や，国
県支出金等の増により，増加している。

歳出は，東日本大震災に係る災害復旧費の大幅増や，災害救助費や子ども手当，生活保護費等
の増により民生費が増加している。東日本大震災からの復旧・復興事業は歳出額761億円で歳出総
額の約6.9%を占めている。

資金不足比率は，一般会計等の実質赤字に当たる公営企業会計における資金不足額について，

公営企業の事業規模に対する比率で表したものであり，公営企業における資金不足の状況を表し

たものである。

この比率が高くなるほど当該企業の事業規模に比して累積された資金不足が発生しており，そ

の解消が困難となってくるなど，公営企業として経営状況に問題があることとなる。

なお，資金不足額を算出する際には，地方債の償還期間が施設の耐用年数より短いことにより

生じる資金不足や，供用開始後料金収入が平年度化するまでの間の一定期間の資金不足など，長

期の経営により将来解消可能と認められる資金不足額を解消可能資金不足額として差し引くこと

とされている。

平成23年度決算に基づく公営企業における資金不足比率については，資金不足額が生じた公営

企業はない。


